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第８５号議案 

   豊川市職員の定年等に関する条例等の一部改正等について 

 豊川市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例を次のように

定めるものとする。 

  令和４年１２月１日提出 

                     豊川市長 竹 本 幸 夫   

 

 

   豊川市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

 （豊川市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 豊川市職員の定年等に関する条例（昭和５９年豊川市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 

 第１章 総則（第１条） 

 第２章 定年制度（第２条―第５条） 

 第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６

条―第11条） 

 第４章 定年前再任用短時間勤務制（第12

条・第13条） 

 第５章 雑則（第14条） 

 附則 

 

   第１章 総則  

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25

年法律第261号。以下「法」という。）第

22条の４第１項及び第２項、第22条の５第

１項、第28条の２、第28条の５、第28条の

６第１項及び第２項並びに第28条の７の規

定に基づき、職員の定年等に関し必要な事

項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25

年法律第261号。以下「法」という。）第

28条の２第１項及び第２項並びに第28条の

３、第28条の２、第28条の５、第28条 の

６第１項から第３で並びに第28条の７の規

定に基づき、職員の定年等に関し必要な事

項を定めるものとする。 

   第２章 定年制度  

 （定年による退職）  （定年による退職） 

第２条 (略) 第２条 (略) 

 （定年）  （定年） 

第３条 職員の定年は、年齢65年とする。 第３条 職員の定年は、年齢60年とする。た

だし、医療業務に従事する医師及び歯科医
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師の定年は、年齢65年とする。 

 （定年による退職の特例）  （定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第

２条の規定により退職すべきこととなる場

合において、次に掲げる事由がある該当す

ると認めるときは、同条の規定にかかわら

ず、当該職員に係る定年退職日の翌日から

起算して１年を超えない範囲内で期限を定

め、当該職員を当該定年退職日において従

事している職務に従事させるため、引き続

き勤務させることができる。ただし、第９

条の規定により異動期間（同条第１項に規

定する異動期間をいう。以下この項及び次

項において同じ。）（同条第１項又は第２

項の規定により延長された異動期間を含む

。）を延長した職員であって、定年退職日

において管理監督職（第６条に規定する職

をいう。以下この条及び次章において同じ

。）を占めている職員については、第９条

第１項又は第２項の規定により当該異動期

間を延長した場合に限るものとし、当該期

限は、当該職員が占めている管理監督職に

係る異動期間の末日の翌日から起算して３

年を超えることができない。 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第

２条の規定により退職すべきこととなる場

合において、次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、そのの規定にかかわら

ず、当該職員に係る定年退職日の翌日から

起算して１年を超えない範囲内で期限を定

め、その職員を当該職務定年退職日におい

て従事しているに従事させるため引き続い

て勤務させることができる。 

 (１) 当該職務が高度の知識、技能又は経

験を必要とするものであるため、当該職

員の退職により生ずる欠員を容易に補充

することができず公務の運営に著しい支

障が生ずること。 

 (１) 当該職務が高度の知識、技能又は経

験を必要とするものであるため、その職

員の退職により生ずる欠員を容易に補充

することができず公務の運営に著しい支

障が生ずるとき。 

 (２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤

務条件に特殊性があるため、当該職員の

退職による欠員を容易に補充することが

できず公務の運営に著しい支障が生ずる

こと。 

 (２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤

務条件に特殊性があるため、その職員の

退職による欠員を容易に補充することが

できないとき運営に著しい支障が生ずる

こと。 

 (３) 当該職務を担当する者の交替が当該

業務の遂行上重大な障害となる特別の事

情があるため、当該職員の退職により公

務の運営に著しい支障が生ずること。 

 (３) 当該職務を担当する者の交替がその

業務の遂行上重大な障害となる特別の事

情があるため、その職員の退職により公

務の運営に著しい支障が生ずるとき。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規

定により延長された期限が到来する場合に

おいて、前項各号に掲げる事由が引き続き

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規

定により延長された期限が到来する場合に

おいて、前項の     事由が引き続き
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ある と認めるときは、これらの期限の翌

日から起算して１年を超えない範囲内で期

限を延長することができる。ただし、当該

期限は、当該職員に係る定年退職日（同項

ただし書に規定する職員にあっては、当該

職員が占めている管理監督職に係る異動期

間の末日）の翌日から起算して３年を超え

ることができない。 

存すると認めるときは、これらの期限の翌

日から起算して１年を超えない範囲内で期

限を延長することができる。ただし、その

期限は、その職員に係る定年退職日（同項

ただし書に規定する職員にあっては、当該

職員が占めている管理監督職に係る異動期

間の末日）の翌日から起算して３年を超え

ることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を

引き続き 勤務させる場合又は前項の規定

により期限を延長する場合には、当該職員

の同意を得なければならない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を

引き続いて勤務させる場合又は前項の規定

により期限を延長する場合には、当該職員

の同意を得なければならない。 

４ 任命権者は、第１項の規定により引き続

き勤務することとされた職員及び第２項の

規定により期限が延長された職員について

、第１項の期限又は第２項の規定により延

長された期限が到来する前に第１項各号に

掲げる事由がなくなったと認めるときは、

当該職員の同意を得て、期日を定めて当該

期限を繰り上げるものとすることができる

。 

４ 任命権者は、第１項の規定により引き続

き勤務することとされた職員及び第２項の

規定により期限が延長された職員について

、第１項の期限又は第２項の規定により延

長された期限が到来する前に第１項の事由

が存しなくなった掲事由と認めるときは、

当該職員の同意を得て、期日を定めてその

期限を繰り上げて退職させることができる

。 

 （定年に関する施策の調査等）  （定年に関する施策の調査等） 

第５条 (略) 第５条 (略) 

   第３章 管理監督職勤務上限年齢制  

 （管理監督職勤務上限年齢制の対象となる

管理監督職） 

 

第６条 法第28条の２第１項に規定する条例

で定める職は、豊川市職員給与条例（昭和

27年豊川市条例第４号）第18条の４第１項

、豊川市上下水道事業職員の給与の種類及

び基準に関する条例（昭和42年豊川市条例

第３号）第４条又は豊川市病院事業職員の

給与の種類及び基準に関する条例（平成21

年豊川市条例第17号）第４条に規定する管

理職手当の支給を受ける職員（医療業務に

従事する医師及び歯科医師を除く。）の職

とする。 

 

 （管理監督職勤務上限年齢）  

第７条 法第28条の２第１項に規定する管理

監督職勤務上限年齢は、年齢60年とする。 

 

 （他の職への降任等を行うに当たって遵守  
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すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第28条の２第４項に

規定する他の職への降任等（以下この章に

おいて「他の職への降任等」という。）を

行うに当たっては、法第13条、第15条、第

23条の３、第27条第１項及び第56条に定め

るもののほか、次に掲げる基準を遵守しな

ければならない。 

 

 (１) 当該職員の人事評価の結果又は勤務

の状況及び職務経験等に基づき、降任又

は転任（降給を伴う転任に限る。）（以

下この条及び第10条において「降任等」

という。）をしようとする職の属する職

制上の段階の標準的な職に係る法第15条

の２第１項第５号に規定する標準職務遂

行能力（次条第３項において「標準職務

遂行能力」という。）及び当該降任等を

しようとする職についての適性を有する

と認められる職に、降任等をすること。 

 

 (２) 人事の計画その他の事情を考慮した

上で、管理監督職以外の職のうちできる

限り上位の職制上の段階に属する職に、

降任等をすること。 

 

 (３) 当該職員の他の職への降任等をする

際に、当該職員が占めていた管理監督職

が属する職制上の段階より上位の職制上

の段階に属する管理監督職を占める職員

（以下この号において「上位職職員」と

いう。）の他の職への降任等もする場合

には、第１号に掲げる基準に従った上で

の状況その他の事情を考慮してやむを得

ないと認められる場合を除き、上位職職

員の降任等をした職が属する職制上の段

階と同じ職制上の段階又は当該職制上の

段階より下位の職制上の段階に属する職

に、降任等をすること。 

 

 （管理監督職勤務上限年齢による降任等及

び管理監督職への任用の制限の特例） 

 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をす

べき管理監督職を占める職員について、次

に掲げる事由があると認めるときは、当該
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職員が占める管理監督職に係る異動期間（

当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限

年齢に達した日の翌日から同日以後におけ

る最初の４月１日までの間をいう。以下こ

の章において同じ。）の末日の翌日から起

算して１年を超えない期間内（当該期間内

に定年退職日がある職員にあっては、当該

異動期間の末日の翌日から定年退職日まで

の期間内。第３項において同じ。）で当該

異動期間を延長し、引き続き当該管理監督

職を占める職員に、当該管理監督職を占め

たまま勤務をさせることができる。 

 (１) 当該職務が高度の知識、技能又は経

験を必要とするものであるため、当該職

員の他の職への降任等により生ずる欠員

を容易に補充することができず公務の運

営に著しい支障が生ずること。 

 

 (２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤

務条件に特殊性があるため、当該職員の

他の職への降任等による欠員を容易に補

充することができず公務の運営に著しい

支障が生ずること。 

 

 (３) 当該職務を担当する者の交替が当該

業務の遂行上重大な障害となる特別の事

情があるため、当該職員の他の職への降

任等により公務の運営に著しい支障が生

ずること。 

 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定によ

り異動期間（これらの規定により延長され

た期間を含む。）が延長された管理監督職

を占める職員について、前項各号に掲げる

事由が引き続きあると認めるときは、延長

された当該異動期間の末日の翌日から起算

して１年を超えない期間内（当該期間内に

定年退職日がある職員にあっては、延長さ

れた当該異動期間の末日の翌日から定年退

職日までの期間内。第４項において同じ。

）で延長された当該異動期間を更に延長す

ることができる。ただし、更に延長される

当該異動期間の末日は、当該職員が占める

管理監督職に係る異動期間の末日の翌日か
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ら起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期

間を延長することができる場合を除き、他

の職への降任等をすべき特定管理監督職群

（職務の内容が相互に類似する複数の管理

監督職であって、これらの欠員を容易に補

充することができない年齢別構成その他の

特別の事情がある管理監督職として市長が

定める管理監督職をいう。以下この項にお

いて同じ。）に属する管理監督職を占める

職員について、当該特定管理監督職群に属

する管理監督職の属する職制上の段階の標

準的な職に係る標準職務遂行能力及び当該

管理監督職についての適性を有すると認め

られる職員（当該管理監督職に係る管理監

督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）

の数が当該管理監督職の数に満たない等の

事情があるため、当該職員の他の職への降

任等により当該管理監督職に生ずる欠員を

容易に補充することができず業務の遂行に

重大な障害が生ずると認めるときは、当該

職員が占める管理監督職に係る異動期間の

末日の翌日から起算して１年を超えない期

間内で当該異動期間を延長し、引き続き当

該管理監督職を占めている職員に当該管理

監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該

職員を当該管理監督職が属する特定管理監

督職群の他の管理監督職に降任し、若しく

は転任することができる。 

 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規

定により異動期間（これらの規定により延

長された期間を含む。）が延長された管理

監督職を占める職員について前項に規定す

る事由があると認めるとき（第２項の規定

により延長された当該異動期間を更に延長

することができるときを除く。）、又は前

項若しくはこの項の規定により異動期間（

前３項又はこの項の規定により延長された

期間を含む。）が延長された管理監督職を

占める職員について前項に規定する事由が

引き続きあると認めるときは、延長された
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当該異動期間の末日の翌日から起算して１

年を超えない期間内で延長された当該異動

期間を更に延長することができる。 

 （異動期間の延長等に係る職員の同意）  

第10条 任命権者は、前条の規定により異動

期間を延長する場合及び同条第３項の規定

により他の管理監督職に降任等をする場合

には、あらかじめ職員の同意を得なければ

ならない。 

 

 （異動期間の延長事由が消滅した場合の措

置） 

 

第11条 任命権者は、第９条の規定により異

動期間を延長した場合において、当該異動

期間の末日の到来前に当該異動期間の延長

の事由が消滅したときは、他の職への降任

等をするものとする。 

 

   第４章 定年前再任用短時間勤務制  

 （定年前再任用短時間勤務職員の任用）  

第12条 任命権者は、年齢60年に達した日以

後に退職（臨時的に任用される職員その他

の法律により任期を定めて任用される職員

及び非常勤職員が退職する場合を除く。）

をした者（以下この条及び次条において「

年齢60年以上退職者」という。）を、従前

の勤務実績その他の市長が定める情報に基

づく選考により、短時間勤務の職（当該職

を占める職員の１週間当たりの通常の勤務

時間が、常時勤務を要する職でその職務が

当該短時間勤務の職と同種の職を占める職

員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し

短い時間である職をいう。以下この条及び

次条において同じ。）に採用することがで

きる。ただし、年齢60年以上退職者がその

者を採用しようとする短時間勤務の職に係

る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占

める職員が、常時勤務を要する職でその職

務が当該短時間勤務の職と同種の職を占め

ているものとした場合における定年退職日

をいう。）を経過した者であるときは、こ

の限りでない。 

 

第13条 任命権者は、前条本文の規定による  
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ほか、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第284条第１項に規定する組合の年齢60年

以上退職者を、従前の勤務実績その他の市

長が定める情報に基づく選考により、短時

間勤務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の

規定を準用する。 

 

   第５章 雑則  

  （委任） 

第14条 この条例の施行に関し必要な事項は

、市長が定める。 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は

、市長が定める。 

   附 則    附 則 

 （施行期日）  （施行期日） 

１ (略) １ (略) 

 （経過措置）  （経過措置） 

２ (略) ２ (略) 

 （定年に関する経過措置）  

３ 令和５年４月１日から令和13年３月31日

までの間における第３条の規定の適用につ

いては、次の表の左欄に掲げる期間の区分

に応じ、同条中「65年」とあるのは、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

 令和５年４月１日から令和７年

３月31日まで 

61年   

 令和７年４月１日から令和９年

３月31日まで 

62年   

 令和９年４月１日から令和11年

３月31日まで 

63年   

 令和11年４月１日から令和13年

３月31日まで 

64年   

４ 前項の規定は、豊川市職員の定年等に関

する条例等の一部を改正する等の条例（令

和４年豊川市条例第 号）第１条の規定に

よる改正前の豊川市職員の定年等に関する

条例（次項において「旧条例」という。）

第３条ただし書に規定する職員については

、適用しない。 

 

 （情報の提供及び勤務の意思の確認）  

５ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に

任用される職員その他の法律により任期を

定めて任用される職員、非常勤職員並びに 
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旧条例第３条ただし書に規定する職員を除

く。以下この項において同じ。）が年齢60

年に達する日の属する年度の前年度（当該

前年度に職員でなかった者で、当該前年度

の末日後に採用された職員（異動等により

当該前年度の末日を経過することとなった

職員（以下この項において「末日経過職員

」という。）を除く。）にあっては、当該

職員が採用された日から同日の属する年度

の末日までの期間、末日経過職員にあって

は、当該職員の異動等の日が属する年度（

当該日が年度の初日である場合は、当該年

度の前年度））において、当該職員に対し

、当該職員が年齢60年に達する日以後に適

用される任用及び給与に関する措置の内容

その他の必要な情報を提供するものとする

とともに、同日の翌日以後における勤務の

意思を確認するよう努めるものとする。 

 

 （職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年豊川市条例第２

３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（減給の効果） （減給の効果） 

第３条 減給は、１日以上６月以下の期間、

その発令の日に受ける給料（法第22条の２

第１項第１号に掲げる職員については、報

酬（豊川市職員給与条例（昭和27年豊川市

条例第４号）第２条第１項に規定する地域

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、夜

間勤務手当、休日勤務手当及び宿日直手当

に相当する報酬を除く。）以下同じ。）の

10分の１以下の額を減ずるものとする。こ

の場合において、その減ずる額が現に受け

る給料の10分の１に相当する額を超えると

きは、当該額を減ずるものとする。 

第３条 減給は、１日以上６月以下の期間、

その発令の日に受ける給料（法第22条の２

第１項第１号に掲げる職員については、報

酬（豊川市職員給与条例（昭和27年豊川市

条例第４号）第２条第１項に規定する地域

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、夜

間勤務手当、休日勤務手当及び宿日直手当

に相当する報酬を除く。）以下同じ。）の

10分の１以下の額を減ずるものとする。 

 （豊川市職員給与条例の一部改正） 

第３条 豊川市職員給与条例（昭和２７年豊川市条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 
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（定年前再任用短時間勤務職員の給料月額 

） 

（再任用職員の給料月額） 

第６条の２ 法第22条の４第１項又は第22条

の５第１項の規定により採用された職員（

以下「定年前再任用短時間勤務職員」とい

う。）の給料月額は、当該定年前再任用短

時間勤務職員に適用される給料表の定年前

再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給

料月額のうち、第５条の規定により当該定

年前再任用短時間勤務職員の属する職務の

級に応じた額に、勤務時間条例第２条第３

項又は第５項の規定により定められた当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

第６条の２ 法第28条の４第１項、第28条の

５第１項又は第28条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された職員（以下「

再任用職員」という。）の給料月額は、そ

の者に適用される給料表の再任用職員の欄

に掲げる給料月額のうち、その者の属する

職務の級に応じた額とする。 

 ２ 再任用職員で法第28条の５第１項に規定

する短時間勤務の職を占めるもの（以下「

再任用短時間勤務職員」という。）の給料

月額は、前項の規定にかかわらず、同項の

規定による給料月額に、勤務時間条例第２

条第３項又は第５項の規定により定められ

たその者の勤務時間を同条第１項に規定す

る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額

とする。 

（時間外勤務手当）  （時間外勤務手当） 

第14条 (略) 第14条 (略) 

２ 前項の規定にかかわらず、勤務時間条例

第５条の規定により、あらかじめ勤務時間

条例第３条第２項又は第４条により割り振

られた１週間の正規の勤務時間（以下この

項において「割振り変更前の正規の勤務時

間」という。）以外の時間に勤務すること

を命ぜられた職員には、割振り変更前の正

規の勤務時間以外の時間に勤務した全時間

（市長が定める時間を除く。）に対して、

勤務１時間につき、第18条第２項に規定す

る勤務１時間当たりの給与額に100分の25

から100分の50までの範囲内で市長が定め

る割合を乗じて得た額を時間外勤務手当と

して支給する。ただし、定年前再任用短時

間勤務職員が、勤務時間条例第５条の規定

２ 前項の規定にかかわらず、勤務時間条例

第５条の規定により、あらかじめ勤務時間

条例第３条第２項又は第４条により割り振

られた１週間の正規の勤務時間（以下この

項において「割振り変更前の正規の勤務時

間」という。）以外の時間に勤務すること

を命ぜられた職員には、割振り変更前の正

規の勤務時間以外の時間に勤務した全時間

（市長が定める時間を除く。）に対して、

勤務１時間につき、第18条第２項に規定す

る勤務１時間当たりの給与額に100分の25

から100分の50までの範囲内で市長が定め

る割合を乗じて得た額を時間外勤務手当と

して支給する。ただし、再任用短時間勤務

職員   が、勤務時間条例第５条の規定
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により、割振り変更前の正規の勤務時間以

外の時間にした勤務のうち、その勤務の時

間とその勤務をした週における割振り変更

前の正規の勤務時間との合計が38時間45分

に達するまでの間の勤務については、この

限りでない。 

により、割振り変更前の正規の勤務時間以

外の時間にした勤務のうち、その勤務の時

間とその勤務をした週における割振り変更

前の正規の勤務時間との合計が38時間45分

に達するまでの間の勤務については、この

限りでない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員が、正規の

勤務時間が割り振られた日において、正規

の勤務時間以外の時間にした勤務のうち、

その勤務の時間とその勤務をした日におけ

る正規の勤務時間との合計が７時間45分に

達するまでの間の勤務に対する第１項の規

定の適用については、同項中「正規の勤務

時間以外の時間にした次に掲げる勤務の区

分に応じてそれぞれ100分の125から100分

の150までの範囲内で市長が定める割合（

その勤務が午後10時から翌日の午前５時ま

での間である場合は、その割合に100分の

25を加算した割合）」とあるのは「100分

の100（その勤務が午後10時から翌日の午

前５時までの間である場合は、100分の125

）」とする。 

３ 再任用短時間勤務職員   が、正規の

勤務時間が割り振られた日において、正規

の勤務時間以外の時間にした勤務のうち、

その勤務の時間とその勤務をした日におけ

る正規の勤務時間との合計が７時間45分に

達するまでの間の勤務に対する第１項の規

定の適用については、同項中「正規の勤務

時間以外の時間にした次に掲げる勤務の区

分に応じてそれぞれ100分の125から100分

の150までの範囲内で市長が定める割合（

その勤務が午後10時から翌日の午前５時ま

での間である場合は、その割合に100分の

25を加算した割合）」とあるのは「100分

の100（その勤務が午後10時から翌日の午

前５時までの間である場合は、100分の125

）」とする。 

４・５ (略) ４・５ (略) 

（期末手当） （期末手当） 

第18条の６ (略) 第18条の６ (略) 

２ (略) ２ (略) 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「100

分の120」とあるのは「100分の67.5」とす

る。 

３ 再任用職員        に対する前

項の規定の適用については、同項中「100

分の120」とあるのは「100分の67.5」とす

る。 

４～６ (略) ４～６ (略) 

 （勤勉手当）  （勤勉手当） 

第18条の９ (略) 第18条の９ (略) 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、所

属長が市長の定める基準に従って定める割

合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、

次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は

、それぞれ当該各号に定める額を超えては

ならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、所

属長が市長の定める基準に従って定める割

合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、

次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は

、それぞれ当該各号に定める額を超えては

ならない。 

 (１) 前項の職員のうち定年前再任用短時 (１) 前項の職員のうち再任用職員    
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間勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に当該職員がそれぞれその基

準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現在

。次項において同じ。）において受ける

べき扶養手当の月額及びこれに対する地

域手当の月額の合計額を加算した額に

100分の95を乗じて得た額の総額 

間勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉 

手当基礎額に当該職員がそれぞれその基 

準日現在（退職し、又は死亡した職員に 

あっては、退職し、又は死亡した日現在 

。次項において同じ。）において受ける 

べき扶養手当の月額及びこれに対する地 

域手当の月額の合計額を加算した額に 

100分の95を乗じて得た額の総額 

 (２) 前項の職員のうち定年前再任用短時

間勤務職員 当該定年前再任用短時間勤

務職員の勤勉手当基礎額に100分の45を

乗じて得た額の総額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員    

間勤務職員 当該再任用職員      

間勤務の勤勉手当基礎額に100分の45を

乗じて得た額の総額 

３～５ (略) ３～５ (略) 

 （定年前再任用短時間勤務職員についての

適用除外） 

 （再任用職員        についての

適用除外） 

第18条の10 第６条、第９条、第10条及び第

10条の３の規定は、定年前再任用短時間勤

務職員には適用しない。 

第18条の10 第６条、第９条、第10条及び第

10条の３の規定は、再任用職員用短時間勤 

務職員には適用しない。 

   附 則    附 則 

１～17 (略) １～17 (略) 

18 当分の間、職員の給料月額は、当該職員

が60歳に達した日後における最初の４月１

日（附則第20項において「特定日」という

。）以後、当該職員に適用される給料表の

給料月額のうち、第５条の規定により当該

職員の属する職務の級並びに第６条第１項

、第２項、第４項及び第５項の規定により

当該職員の受ける号給に応じた額に100分

の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満

の端数を生じたときはこれを切り捨て、50

円以上100円未満の端数を生じたときはこ

れを100円に切り上げるものとする。）と

する。 

 

19 前項の規定は、次に掲げる職員には適用

しない。 

 

(１) 臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員及

び非常勤職員 

 

(２) 豊川市職員の定年等に関する条例等

の一部を改正する等の条例（令和４年豊

川市条例第 号）第１条の規定による改
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正前の豊川市職員の定年等に関する条例

（昭和59年豊川市条例第13号）第３条た

だし書に規定する職員 

(３) 豊川市職員の定年等に関する条例第

９条第１項又は第２項の規定により法第

28条の２第１項に規定する異動期間（同

条例第９条第１項又は第２項の規定によ

り延長された期間を含む。）を延長され

た同条例第６条に規定する職を占める職

員 

 

(４) 豊川市職員の定年等に関する条例第

４条第１項又は第２項の規定により勤務

している職員（同条例第２条に規定する

定年退職日において前項の規定が適用さ

れていた職員を除く。） 

 

20 法第28条の２第４項に規定する他の職へ

の降任等をされた職員であって、当該他の

職への降任等をされた日（以下この項及び

附則第22項において「異動日」という。）

の前日から引き続き同一の給料表の適用を

受ける職員のうち、特定日に附則第18項の

規定により当該職員の受ける給料月額（以

下この項において「特定日給料月額」とい

う。）が異動日の前日に当該職員が受けて

いた給料月額に100分の70を乗じて得た額

（当該額に、50円未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、50円以上100円未満の

端数を生じたときはこれを100円に切り上

げるものとする。以下この項において「基

礎給料月額」という。）に達しないことと

なる職員（市長が定める職員を除く。）に

は、当分の間、特定日以後、附則第18項の

規定により当該職員の受ける給料月額のほ

か、基礎給料月額と特定日給料月額との差

額に相当する額を給料として支給する。 

 

21 前項の規定による給料の額と当該給料を

支給される職員の受ける給料月額との合計

額が第５条の規定により当該職員の属する

職務の級における最高の号給の給料月額を

超える場合における前項の規定の適用につ

いては、同項中「基礎給料月額と特定日給
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料月額」とあるのは、「第５条の規定によ

り当該職員の属する職務の級における最高

の号給の給料月額と当該職員の受ける給料

月額」とする。 

22 異動日の前日から引き続き給料表の適用

を受ける職員（附則第18項の規定の適用を

受ける職員に限り、附則第20項に規定する

職員を除く。）であって、同項の規定によ

る給料を支給される職員との権衡上必要が

あると認められる職員には、当分の間、当

該職員の受ける給料月額のほか、市長が定

めるところにより、前２項の規定に準じて

算出した額を給料として支給する。 

 

23 附則第20項又は前項の規定による給料を

支給される職員以外の附則第18項の規定の

適用を受ける職員であって、任用の事情を

考慮して当該給料を支給される職員との権

衡上必要があると認められる職員には、当

分の間、当該職員の受ける給料月額のほか

、市長が定めるところにより、前３項の規

定に準じて算出した額を給料として支給す

る。 

 

24 附則第18項の規定の適用を受ける職員に

は、市長が定めるところにより、同項の規

定の適用により給料月額が異動することと

なった旨の通知を行うものとする。 

 

25 附則第18項から前項までに定めるものの

ほか、附則第18項の規定による給料月額、

附則第20項の規定による給料その他附則第

18項から前項までの規定の施行に関し必要

な事項は、市長が定める。 
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改正後 改正前 

別表第１ 行政職給料表（第４条関係） 別表第１ 行政職給料表（第４条関係） 

 

 職員

の区

分あ 

職務

の

級
 

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 
  

職員

の区

分あ 

職務

の

級
 

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 
 

 給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

  給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

 

 定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

(略) 

  再任

用職

員用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

(略) 

 

 定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員あ 

 

 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

  再任

用職

員用

短時

間勤

務職

員あ 

 187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900 441,000

 

 

 

円

187,700

円

215,200

円

255,200

円

274,600

円

289,700

円

315,100

円

356,800

円

389,900

円

441,000

   

備考 (略) 備考 (略) 

別表第２ 医療職給料表（第４条関係） 別表第２ 医療職給料表（第４条関係） 

ア 医療職給料表（一） (略) ア 医療職給料表（一） (略) 

イ 医療職給料表（二） イ 医療職給料表（二） 

 

 職員

の区

分あ 

職務

の

級

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 
  

職員

の区

分あ 

職務

の

級

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 
 

 
給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

  
給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 
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 定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

(略) 

  再任

用職

員用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

(略) 

 

 定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員あ 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

  再任

用職

員用

短時

間勤

務職

員あ 

 188,700 215,300 243,500 256,900 282,100 322,800 365,000 426,500

 

円 円 円 円 円 円 円 円

188,700 215,300 243,500 256,900 282,100 322,800 365,000 426,500

備考 (略) 備考 (略) 

ウ 医療職給料表（三） ウ 医療職給料表（三） 

 

 
職員

の区

分 

 職務

の級
 

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 
  職員

の区

分 

 職務

の級 
 

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 
 

 
給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

  
給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

 

 定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

(略) 

  再任

用職

員用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

(略) 
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 定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員あ 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

  再任

用職

員用

短時

間勤

務職 

員あ 

 

   

 

円 円 円 円 円 円 円 235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 326,200 370,600

235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 326,200 370,600   

備考 (略) 備考 (略) 
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 （豊川市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第４条 豊川市職員退職手当支給条例（昭和３０年豊川市条例第２５号）の一

部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（総則） （総則） 

第１条 常時勤務に服することを要する職員

（地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の４第１項、第28条の５第１項若し

くは第28条の６第１項若しくは第２項又は

地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第110号）第18条第１項の規定

により採用された者を除く。以下「職員」

という。）で市経済から毎月給料（これに

準ずる給与を含む。）の支給を受ける者に

対しては、この条例の定めるところにより

、退職した場合にはその者（死亡による退

職の場合には、その遺族）に退職手当を支

給する。 

第１条 常時勤務に服することを要する職員

（地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の４第１項、第28条の５第１項若し

くは第28条の６第１項若しくは第２項又は

地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第110号）第18条第１項の規定

により採用された者を除く。以下「職員」

という。）で市経済から毎月給料（これに

準ずる給与を含む。）の支給を受ける者に

対しては、この条例の定めるところにより

、退職した場合にはその者（死亡による退

職の場合には、その遺族）に退職手当を支

給する。 

２ 職員以外の者のうち、職員について定め

られている勤務時間以上勤務した日（法令

又は条例若しくはこれに基づく規則により

、勤務を要しないこととされ、又は休暇を

与えられた日を含む。第９条第２項におい

て「勤務日数」という。）が18日（１月間

の日数（豊川市の休日を定める条例（平成

２年豊川市条例第31号）第１条第１項各号

に掲げる日の日数は、算入しない。）が20

日に満たない日数の場合にあっては、18日

から20日と当該日数との差に相当する日数

を減じた日数。第９条第２項において「職

員みなし日数」という。）以上ある月が引

き続いて12月を超えるに至ったもので、そ

の超えるに至った日以後引き続き当該勤務

時間により勤務することとされているもの

は、職員とみなして、この条例（第３条中

11年以上25年未満の期間勤続した者の通勤

による負傷又は病気（以下「傷病」という

。）による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分並びに第４条中公務上の傷

病又は死亡による退職に係る部分並びに25

２ 職員以外の者のうち、職員について定め

られている勤務時間以上勤務した日（法令

又は条例若しくはこれに基づく規則により

、勤務を要しないこととされ、又は休暇を

与えられた日を含む。第９条第２項におい

て「勤務日数」という。）が18日（１月間

の日数（豊川市の休日を定める条例（平成

２年豊川市条例第31号）第１条第１項各号

に掲げる日の日数は、算入しない。）が20

日に満たない日数の場合にあっては、18日

から20日と当該日数との差に相当する日数

を減じた日数。第９条第２項において「職

員みなし日数」という。）以上ある月が引

き続いて12月を超えるに至ったもので、そ

の超えるに至った日以後引き続き当該勤務

時間により勤務することとされているもの

は、職員とみなして、この条例（第３条中

11年以上25年未満の期間勤続した者の通勤

による負傷又は病気（以下「傷病」という

。）による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分並びに第４条中公務上の傷

病又は死亡による退職に係る部分並びに25
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年以上勤続した者の通勤による傷病による

退職及び死亡による退職に係る部分以外の

部分を除く。）の規定を適用する。ただし

、地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条の２第１項第１号に掲げる職員につ

いては、この限りでない。 

年以上勤続した者の通勤による傷病による

退職及び死亡による退職に係る部分以外の

部分を除く。）の規定を適用する。ただし

、地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条の２第１項第１号に掲げる職員につ

いては、この限りでない。 

（11年以上25年未満勤続後の定年退職等の

場合の退職手当の基本額） 

 （11年以上25年未満勤続後の定年退職等の

場合の退職手当の基本額） 

第３条 11年以上25年未満の期間勤続した者

であって、次に掲げるものに対する退職手

当の基本額は、退職日給料月額に、その者

の勤続期間の区分ごとに当該区分に応じた

割合を乗じて得た額の合計額とする。 

第３条 11年以上25年未満の期間勤続した者

であって、次に掲げるものに対する退職手

当の基本額は、退職日給料月額に、その者

の勤続期間の区分ごとに当該区分に応じた

割合を乗じて得た額の合計額とする。 

 (１) 地方公務員法第28条の６第１項の規

定により退職した者（同法第28条の７第

１項の期限又は同条第２項の規定により

延長された期限の到来により退職した者

を含む。）又はこれに準ずる他の法令の

規定により退職した者 

 (１) 地方公務員法第28条の２第１項の規

定により退職した者（同法第28条の３第

１項の期限又は同条第２項の規定により

延長された期限の到来により退職した者

を含む。）又はこれに準ずる他の法令の

規定により退職した者 

 (２)・(３) (略)  (２)・(３) (略) 

２・３ (略) ２・３ (略) 

 （25年以上勤続後の定年退職等の場合の退

職手当の基本額） 

 （25年以上勤続後の定年退職等の場合の退

職手当の基本額） 

第４条 次に掲げる者に対する退職手当の基

本額は、退職日給料月額に、その者の勤続

期間の区分ごとに当該区分に応じた割合を

乗じて得た額の合計額とする。 

第４条 次に掲げる者に対する退職手当の基

本額は、退職日給料月額に、その者の勤続

期間の区分ごとに当該区分に応じた割合を

乗じて得た額の合計額とする。 

 (１) 25年以上勤続し、地方公務員法第28

条の６第１項の規定により退職した者（

同法第28条の７第１項の期限又は同条第

２項の規定により延長された期限の到来

により退職した者を含む。）又はこれに

準ずる他の法令の規定により退職した者 

 (１) 25年以上勤続し、地方公務員法第28

条の２第１項の規定により退職した者（

同法第28条の３第１項の期限又は同条第

２項の規定により延長された期限の到来

により退職した者を含む。）又はこれに

準ずる他の法令の規定により退職した者 

 (２)～(５) (略)  (２)～(５) (略) 

２ 前項の規定は、25年以上勤続した者で、

通勤による傷病により退職し、死亡により

退職し、又は定年に達した日以後その者の

非違によることなく退職したもの（同項の

規定に該当する者を除く。）に対する退職

手当の基本額について準用する。 

２ 前項の規定は、25年以上勤続した者で、

通勤による傷病により退職し、死亡により

退職し、又は定年に達した日以後その者の

非違によることなく退職したもの（前項の

規定に該当する者を除く。）に対する退職

手当の基本額について準用する。 

３ (略) ３ (略) 
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 （定年前早期退職者に対する退職手当の基

本額に係る特例） 

 （定年前早期退職者に対する退職手当の基

本額に係る特例） 

第５条 第３条第１項第３号及び第４条第１

項（第１号を除く。）に規定する者（法律

の規定に基づく任期を終えて退職した者を

除く。）のうち、定年に達する日の属する

年度の前年度の末日までに退職したもので

あって、その勤続期間が20年以上であり、

かつ、その年齢が退職の日において定めら

れているその者に係る定年から20年を減じ

た年齢以上であるものに対する第３条第１

項、第４条第１項及び前条第１項の規定の

適用については、次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

第５条 第３条第１項第３号及び第４条第１

項（第１号を除く。）に規定する者（法律

の規定に基づく任期を終えて退職した者を

除く。）のうち、定年に達する日の属する

年度の前年度の末日までに退職したもので

あって、その勤続期間が20年以上であり、

かつ、その年齢が退職の日において定めら

れているその者に係る定年から15年を減じ

た年齢以上であるものに対する第３条第１

項、第４条第１項及び前条第１項の規定の

適用については、次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

 表 (略)  表 (略) 

 （退職手当の調整額）  （退職手当の調整額） 

第５条の６ 退職した者に対する退職手当の

調整額は、その者の基礎在職期間（第４条

の２第２項に規定する基礎在職期間をいう

。以下同じ。）の初日の属する月からその

者の基礎在職期間の末日の属する月までの

各月（地方公務員法第27条及び第28条の規

定による休職（公務上の傷病による休職、

通勤による傷病による休職及び職員を地方

住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）

に規定する地方住宅供給公社、地方道路公

社法（昭和45年法律第82号）に規定する地

方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に

関する法律（昭和47年法律第66号）に規定

する土地開発公社（以下「地方公社」とい

う。）又は国家公務員退職手当法施行令（

昭和28年政令第215号）第６条に規定する

法人（退職手当（これに相当する給与を含

む。）に関する規程において、職員が地方

公社又はその法人の業務に従事するために

休職され、引き続いて地方公社又はその法

人に使用される者となった場合におけるそ

の者の在職期間の計算については、地方公

社又はその法人に使用される者としての在

第５条の６ 退職した者に対する退職手当の

調整額は、その者の基礎在職期間（第４条

の２第２項に規定する基礎在職期間をいう

。以下同じ。）の初日の属する月からその

者の基礎在職期間の末日の属する月までの

各月（地方公務員法第27条及び第28条の規

定による休職（公務上の傷病による休職、

通勤による傷病による休職及び職員を地方

住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）

に規定する地方住宅供給公社、地方道路公

社法（昭和45年法律第82号）に規定する地

方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に

関する法律（昭和47年法律第66号）に規定

する土地開発公社（以下「地方公社」とい

う。）又は国家公務員退職手当法施行令（

昭和28年政令第215号）第６条に規定する

法人（退職手当（これに相当する給与を含

む。）に関する規程において、職員が地方

公社又はその法人の業務に従事するために

休職され、引き続いて地方公社又はその法

人に使用される者となった場合におけるそ

の者の在職期間の計算については、地方公

社又はその法人に使用される者としての在
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職期間はなかったものとすることと定めて

いるものに限る。以下「休職指定法人」と

いう。）の業務に従事させるための休職を

除く。）、地方公務員法第29条の規定によ

る停職その他これらに準ずる事由により現

実に職務に従事することを要しない期間の

ある月（現実に職務に従事することを要す

る日のあった月を除く。第６条第４項にお

いて「休職月等」という。）のうち市長が

定めるものを除く。）ごとに当該各月にそ

の者が属していた次の各号に掲げる職員の

区分に応じて当該各号に定める額（以下こ

の項及び第５項において「調整月額」とい

う。）のうちその額が最も多いものから順

次その順位を付し、その第１順位から第60

順位までの調整月額（当該各月の月数が60

月に満たない場合には、当該各月の調整月

額）を合計した額とする。 

職期間はなかったものとすることと定めて

いるものに限る。以下「休職指定法人」と

いう。）の業務に従事させるための休職を

除く。）、地方公務員法第29条の規定によ

る停職その他これらに準ずる事由により現

実に職務に従事することを要しない期間の

ある月（現実に職務に従事することを要す

る日のあった月を除く。以下条第４項にお

いて「休職月等」という。）のうち市長が

定めるものを除く。）ごとに当該各月にそ

の者が属していた次の各号に掲げる職員の

区分に応じて当該各号に定める額（以下こ

の項及び第５項において「調整月額」とい

う。）のうちその額が最も多いものから順

次その順位を付し、その第１順位から第60

順位までの調整月額（当該各月の月数が60

月に満たない場合には、当該各月の調整月

額）を合計した額とする。 

 (１)～(７) (略)  (１)～(７) (略) 

２～５ (略) ２～５ (略) 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等

の退職手当の支給制限） 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等 

の退職手当の支給制限） 

第13条 退職をした者に対しまだ当該退職に

係る一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに

該当するときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職をした者（第１号又

は第２号に該当する場合において、当該退

職をした者が死亡したときは、当該一般の

退職手当等の額の支払を受ける権利を承継

した者）に対し、第11条第１項に規定する

事情及び同項各号に規定する退職をした場

合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案

して、当該一般の退職手当等の全部又は一

部を支給しないこととする処分を行うこと

ができる。 

第13条 退職をした者に対しまだ当該退職に

係る一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに

該当するときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職をした者（第１号又

は第２号に該当する場合において、当該退

職をした者が死亡したときは、当該一般の

退職手当等の額の支払を受ける権利を承継

した者）に対し、第11条第１項に規定する

事情及び同項各号に規定する退職をした場

合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案

して、当該一般の退職手当等の全部又は一

部を支給しないこととする処分を行うこと

ができる。 

 (１) (略)  (１) (略) 

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中の行為に関し

地方公務員法第29条第３項の規定による

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中の行為に関し

地方公務員法第29条第３項の規定による
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懲戒免職処分（以下「定年前再任用短時

間勤務職員に対する免職処分」という。

）を受けたとき。 

懲戒免職処分（以下「再任用職員用短時

間勤務職員に対する免職処分」という。

）を受けたとき。 

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職

をした者（定年前再任用短時間勤務職員

に対する免職処分の対象となる者を除く

。）について、当該退職後に当該一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免

職等処分を受けるべき行為をしたと認め

たとき。 

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職

をした者（再任用職員用短時間勤務職員

に対する免職処分の対象となる者を除く

。）について、当該退職後に当該一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免

職等処分を受けるべき行為をしたと認め

たとき。 

２～６ (略) ２～６ (略) 

 （退職をした者の退職手当の返納）  （退職をした者の退職手当の返納） 

第14条 退職をした者に対し当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、

当該退職をした者に対し、第11条第１項に

規定する事情のほか、当該退職をした者の

生計の状況を勘案して、当該一般の退職手

当等の額（当該退職をした者が当該一般の

退職手当等の支給を受けていなければ第９

条第３項、第６項又は第８項の規定による

退職手当の支給を受けることができた者（

次条及び第16条において「失業手当受給可

能者」という。）であった場合にはあって

、これらの規定により算出される金額（次

条及び第16条において「失業者退職手当額

」という。）を除く。）の全部又は一部の

返納を命ずる処分を行うことができる。 

第14条 退職をした者に対し当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、

当該退職をした者に対し、第11条第１項に

規定する事情のほか、当該退職をした者の

生計の状況を勘案して、当該一般の退職手

当等の額（当該退職をした者が当該一般の

退職手当等の支給を受けていなければ第９

条第３項、第６項又は第８項の規定による

退職手当の支給を受けることができた者（

次条及び第16条において「失業手当受給可

能者」という。）であった場合にあっては

、これらの規定により算出される金額（次

条及び第16条において「失業者退職手当額

」という。）を除く。）の全部又は一部の

返納を命ずる処分を行うことができる。 

 (１) (略)  (１) (略) 

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中の行為に関し

定年前再任用短時間勤務職員に対する免

職処分を受けたとき。 

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中の行為に関し

再任用職員用短時間勤務職員に対する免

職処分を受けたとき。 

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職

をした者（定年前再任用短時間勤務職員

に対する免職処分の対象となる職員を除

く。）について、当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職

をした者（再任用職員用短時間勤務職員

に対する免職処分の対象となる職員を除

く。）について、当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引
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き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたとき。 

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたとき。 

２～６ (略) ２～６ (略) 

 （退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付） 

 （退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付） 

第16条 退職をした者（死亡による退職の場

合には、その遺族）に対し当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、当該一般の退職手当等の額の支払を

受けた者（以下この項から第６項までにお

いて「退職手当の受給者」という。）が当

該退職の日から６月以内に第14条第１項又

は前条第１項の規定による処分を受けるこ

となく死亡した場合（次項から第５項まで

に規定する場合を除く。）において、当該

退職に係る退職手当管理機関が、当該退職

手当の受給者の相続人（包括受遺者を含む

。以下この項から第６項までにおいて同じ

。）に対し、当該退職の日から６月以内に

、当該退職をした者が当該一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受

けるべき行為をしたことを疑うに足りる相

当な理由がある旨の通知をしたときは、当

該退職手当管理機関は、当該通知が当該相

続人に到達した日から６月以内に限り、当

該相続人に対し、当該退職をした者が当該

一般の退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒

免職等処分を受けるべき行為をしたと認め

られることを理由として、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が失業手当

受給可能者であった場合にはあって、失業

者退職手当額を除く。）の全部又は一部に

相当する額の納付を命ずる処分を行うこと

ができる。 

第16条 退職をした者（死亡による退職の場

合には、その遺族）に対し当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、当該一般の退職手当等の額の支払を

受けた者（以下この条       にお

いて「退職手当の受給者」という。）が当

該退職の日から６月以内に第14条第１項又

は前条第１項の規定による処分を受けるこ

となく死亡した場合（次項から第５項まで

に規定する場合を除く。）において、当該

退職に係る退職手当管理機関が、当該退職

手当の受給者の相続人（包括受遺者を含む

。以下この条から第６項までにおいて同じ

。）に対し、当該退職の日から６月以内に

、当該退職をした者が当該一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受

けるべき行為をしたことを疑うに足りる相

当な理由がある旨の通知をしたときは、当

該退職手当管理機関は、当該通知が当該相

続人に到達した日から６月以内に限り、当

該相続人に対し、当該退職をした者が当該

一般の退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒

免職等処分を受けるべき行為をしたと認め

られることを理由として、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が失業手当

受給可能者であった場合にあっては、失業

者退職手当額を除く。）の全部又は一部に

相当する額の納付を命ずる処分を行うこと

ができる。 

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に第14条第５項又は前条第３項に

おいて準用する豊川市行政手続条例第15条

第１項の規定による通知を受けた場合にお

いて、第14条第１項又は前条第１項の規定

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に第14条第５項又は前条第３項に

おいて準用する豊川市行政手続条例第15条

第１項の規定による通知を受けた場合にお

いて、第14条第１項又は前条第１項の規定
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による処分を受けることなく死亡したとき

（次項から第５項までに規定する場合を除

く。）は、当該退職に係る退職手当管理機

関は、当該退職手当の受給者の死亡の日か

ら６月以内に限り、当該退職手当の受給者

の相続人に対し、当該退職をした者が当該

退職に係る一般の退職手当等の額の算定の

基礎となる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為を

したと認められることを理由として、当該

一般の退職手当等の額（当該退職をした者

が失業手当受給可能者であった場合にはあ

って、失業者退職手当額を除く。）の全部

又は一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。 

による処分を受けることなく死亡したとき

（次項から第５項までに規定する場合を除

く。）は、当該退職に係る退職手当管理機

関は、当該退職手当の受給者の死亡の日か

ら６月以内に限り、当該退職手当の受給者

の相続人に対し、当該退職をした者が当該

退職に係る一般の退職手当等の額の算定の

基礎となる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為を

したと認められることを理由として、当該

一般の退職手当等の額（当該退職をした者

が失業手当受給可能者であった場合にあっ

ては、失業者退職手当額を除く。）の全部

又は一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。 

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下こ

の項から第５項までにおいて同じ。）が、

当該退職の日から６月以内に基礎在職期間

中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされ

た場合（第12条第１項第１号に該当する場

合を含む。次項において同じ。）において

、当該刑事事件につき判決が確定すること

なく、かつ、第14条第１項の規定による処

分を受けることなく死亡したときは、当該

退職に係る退職手当管理機関は、当該退職

手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し

、当該退職をした者が当該退職に係る一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職

等処分を受けるべき行為をしたと認められ

ることを理由として、当該一般の退職手当

等の額（当該退職をした者が失業手当受給

可能者であった場合にはあって、失業者退

職手当額を除く。）の全部又は一部に相当

する額の納付を命ずる処分を行うことがで

きる。 

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下こ

の項から第５項までにおいて同じ。）が、

当該退職の日から６月以内に基礎在職期間

中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされ

た場合（第12条第１項第１号に該当する場

合を含む。次項において同じ。）において

、当該刑事事件につき判決が確定すること

なく、かつ、第14条第１項の規定による処

分を受けることなく死亡したときは、当該

退職に係る退職手当管理機関は、当該退職

手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し

、当該退職をした者が当該退職に係る一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職

等処分を受けるべき行為をしたと認められ

ることを理由として、当該一般の退職手当

等の額（当該退職をした者が失業手当受給

可能者であった場合にあっては、失業者退

職手当額を除く。）の全部又は一部に相当

する額の納付を命ずる処分を行うことがで

きる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し起訴をされた場合において、

当該刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せら

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し起訴をされた場合において、

当該刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せら
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れた後において第14条第１項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当該退

職手当の受給者の死亡の日から６月以内に

限り、当該退職手当の受給者の相続人に対

し、当該退職をした者が当該刑事事件に関

し禁錮以上の刑に処せられたことを理由と

して、当該一般の退職手当等の額（当該退

職をした者が失業手当受給可能者であった

場合にはあって、失業者退職手当額を除く

。）の全部又は一部に相当する額の納付を

命ずる処分を行うことができる。 

れた後において第14条第１項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当該退

職手当の受給者の死亡の日から６月以内に

限り、当該退職手当の受給者の相続人に対

し、当該退職をした者が当該刑事事件に関

し禁錮以上の刑に処せられたことを理由と

して、当該一般の退職手当等の額（当該退

職をした者が失業手当受給可能者であった

場合にあっては、失業者退職手当額を除く

。）の全部又は一部に相当する額の納付を

命ずる処分を行うことができる。 

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に当該退職に係る一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中の行為に関し定年前再

任用短時間勤務職員に対する免職処分を受

けた場合において、第14条第１項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したときは

、当該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職手当の受給者の死亡の日から６月以

内に限り、当該退職手当の受給者の相続人

に対し、当該退職をした者が当該行為に関

し定年前再任用短時間勤務職員に対する免

職処分を受けたことを理由として、当該一

般の退職手当等の額（当該退職をした者が

失業手当受給可能者であった場合にはあっ

て、失業者退職手当額を除く。）の全部又

は一部に相当する額の納付を命ずる処分を

行うことができる。 

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に当該退職に係る一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中の行為に関し再任用職

員用短時間勤務職員に対する免職処分を受

けた場合において、第14条第１項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したときは

、当該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職手当の受給者の死亡の日から６月以

内に限り、当該退職手当の受給者の相続人

に対し、当該退職をした者が当該行為に関

し再任用職員用短時間勤務職員に対する免

職処分を受けたことを理由として、当該一

般の退職手当等の額（当該退職をした者が

失業手当受給可能者であった場合にあって

は、失業者退職手当額を除く。）の全部又

は一部に相当する額の納付を命ずる処分を

行うことができる。 

６～８ (略) ６～８ (略) 

   附 則    附 則 

 （施行期日）  （施行期日） 

１ (略) １ (略) 

 （経過措置）  （経過措置） 

 ２ 昭和30年９月30日以前の退職による退職

手当の支給については、なお従前の例によ

る。 

２～４ (略) ３～５ (略) 

５ 昭和62年３月31日に旧日本国有鉄道の職

員として在職する者が、引き続いて日本国

６ 昭和62年３月31日に旧日本国有鉄道の職

員として在職する者が、引き続いて日本国
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有鉄道改革法第11条第２項に規定する承継

法人であって同条第１項の規定により運輸

大臣が指定する法人以外のもの又は同法第

15条に規定する日本国有鉄道清算事業団の

債務等の処理に関する法律（平成10年法律

第136号）附則第２条の規定による解散前

の日本国有鉄道清算事業団（以下「承継法

人等」という。）の職員となり、かつ、引

き続き承継法人等の職員として在職した後

引き続いて職員となった場合におけるその

者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間

の計算については、その者の同日までの旧

日本国有鉄道の職員としての在職期間及び

昭和62年４月１日以後の承継法人等の職員

としての在職期間を職員としての引き続い

た在職期間とみなす。ただし、その者が承

継法人等を退職したことにより退職手当（

これに相当する給付を含む。）の支給を受

けているときは、この限りでない。 

有鉄道改革法第11条第２項に規定する承継

法人であって同条第１項の規定により運輸

大臣が指定する法人以外のもの又は同法第

15条に規定する日本国有鉄道清算事業団の

債務等の処理に関する法律（平成10年法律

第136号）附則第２条の規定による解散前

の日本国有鉄道清算事業団（以下「承継法

人等」という。）の職員となり、かつ、引

き続き承継法人等の職員として在職した後

引き続いて職員となった場合におけるその

者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間

の計算については、その者の同日までの旧

日本国有鉄道の職員としての在職期間及び

昭和62年４月１日以後の承継法人等の職員

としての在職期間を職員としての引き続い

た在職期間とみなす。ただし、その者が承

継法人等を退職したことにより退職手当（

これに相当する給付を含む。）の支給を受

けているときは、この限りでない。 

６ 当分の間、35年以下の期間勤続して退職

した者（豊川市職員退職手当支給条例の一

部を改正する条例（昭和49年豊川市条例第

４号。以下「条例第４号」という。）附則

第６項の規定に該当する者を除く。）に対

する退職手当の基本額は、第２条から第５

条まで及び附則第13項から第21項までの規

定により計算した額にそれぞれ100分の

83.7を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、第５条の７第１項中「前条」とある

のは、「前条並びに附則第６項」とする。 

７ 当分の間、35年以下の期間勤続して退職

した者（豊川市職員退職手当支給条例の一

部を改正する条例（昭和49年豊川市条例第

４号。以下「条例第４号」という。）附則

第６項の規定に該当する者を除く。）に対

する退職手当の基本額は、第２条から第５

条まで及び附則第13項から第21項までの規

定により計算した額にそれぞれ100分の

83.7を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、第５条の７第１項中「前条」とある

のは、「前条並びに附則第７項」とする。 

７ 当分の間、36年以上42年以下の期間勤続

して退職した者（条例第４号附則第７項の

規定に該当する者を除く。）で第２条第１

項の規定に該当する退職をしたものに対す

る退職手当の基本額は、同項又は第４条の

２及び附則第16項の規定により計算した額

に前項に定める割合を乗じて得た額とする

。 

８ 当分の間、36年以上42年以下の期間勤続

して退職した者（条例第４号附則第７項の

規定に該当する者を除く。）で第２条第１

項の規定に該当する退職をしたものに対す

る退職手当の基本額は、同項又は第４条の

２及び附則第16項の規定により計算した額

に前項に定める割合を乗じて得た額とする

。 

８ 当分の間、35年を超える期間勤続して退

職した者（条例第４号附則第８項の規定に

該当する者を除く。）で第４条又は附則第

９ 当分の間、35年を超える期間勤続して退

職した者（条例第４号附則第８項の規定に

該当する者を除く。）で第４条又は附則第
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14項の規定に該当する退職をしたものに対

する退職手当の基本額は、その者の勤続期

間を35年として附則第６項の規定の例によ

り計算して得られる額とする。 

14項の規定に該当する退職をしたものに対

する退職手当の基本額は、その者の勤続期

間を35年として附則第７項の規定の例によ

り計算して得られる額とする。 

９～12 (略)  10～13 (略) 

13 当分の間、第３条第１項の規定は、11年

以上25年未満の期間勤続した者であって、

60歳に達した日以後その者の非違によるこ

となく退職した者（定年の定めのない職を

退職した者及び同項又は同条第２項の規定

に該当する者を除く。）に対する退職手当

の基本額について準用する。この場合にお

ける第２条の規定の適用については、同条

第１項中「又は第４条」とあるのは、「、

第４条又は附則第13項」とする。 

 

14 当分の間、第４条第１項の規定は、25年

以上の期間勤続した者であって、60歳に達

した日以後その者の非違によることなく退

職した者（定年の定めのない職を退職した

者及び同条第１項又は第２項の規定に該当

する者を除く。）に対する退職手当の基本

額について準用する。この場合における第

２条の規定の適用については、同条第１項

中「又は第４条」とあるのは、「、第４条

又は附則第14項」とする。 

 

15 前２項の規定は、豊川市職員の定年等に

関する条例等の一部を改正する等の条例（

令和４年豊川市条例第 号）第１条の規定

による改正前の豊川市職員の定年等に関す

る条例（昭和59年豊川市条例第13号）第３

条ただし書に規定する職員（以下「医療業

務従事職員」という。）が退職した場合に

支給する退職手当の基本額については、適

用しない。 

 

16 豊川市職員給与条例附則第18項の規定に

よる職員の給料月額の改定は、給料月額の

減額改定に該当しないものとする。 

 

17 当分の間、第３条第１項第３号及び第４

条第１項第５号に掲げる者に対する第５条

及び第５条の５の規定の適用については、

第５条の表以外の部分中「定年に達する日
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」とあるのは「定年（附則第15項に規定す

る医療業務従事職員（以下「医療業務従事

職員」という。）以外の者にあっては60歳

とし、医療業務従事職員にあっては65歳と

する。）に達する日」と、第５条の表第３

条第１項及び第４条第１項の項、第４条の

２第１項第１号の項及び第４条の２第１項

第２号の項並びに第５条の５の表第５条の

３の項、第５条の４第１号の項及び第５条

の４第２号の項中「その者に係る定年と退

職の日におけるその者の年齢との差に相当

する年数１年につき」とあるのは「その者

に係る定年（医療業務従事職員以外の者に

あっては60歳とし、医療業務従事職員にあ

っては65歳とする。）と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数１年に

つき」とする。 

18 当分の間、第３条第１項第３号及び第４

条第１項第５号に掲げる者（次の表の左欄

に掲げる者であって、退職の日において定

められているその者に係る定年がそれぞれ

同表の右欄に掲げる年齢を超える者に限る

。）に対する第５条及び第５条の５の規定

の適用については、第５条の表第３条第１

項及び第４条第１項の項、第４条の２第１

項第１号の項及び第４条の２第１項第２号

の項並びに第５条の５の表第５条の３の項

、第５条の４第１号の項及び第５条の４第

２号の項中「100分の３（退職の日におい

て定められているその者に係る定年と退職

の日におけるその者の年齢との差に相当す

る年数が１年である職員にあっては、100

分の２）」とあるのは、「100分の３」と

する。 

 

 医療業務従事職員以外の者 60歳   

 医療業務従事職員 65歳   

19 当分の間、第３条第１項第３号及び第４

条第１項各号（第１号及び第４号を除く。

）に掲げる者に対する第５条の規定の適用

については、同条の表以外の部分中「20年

」とあるのは「15年」とするほか、前項の
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表の左欄に掲げる者の区分に応じ、同条の

表以外の部分中「退職の日において定めら

れているその者に係る定年」とあるのはそ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

20 当分の間、第４条第１項第２号及び第３

号に掲げる者であって附則第18項の表の左

欄に掲げる者がそれぞれ同表の右欄に掲げ

る年齢に達する日前に退職したときにおけ

る第５条及び第５条の５の規定の適用につ

いては、第５条の表第３条第１項及び第４

条第１項の項、第４条の２第１項第１号の

項及び第４条の２第１項第２号の項並びに

第５条の５の表第５条の３の項、第５条の

４第１号の項及び第５条の４第２号の項中

「100分の３（退職の日において定められ

ているその者に係る定年と退職の日におけ

るその者の年齢との差に相当する年数が１

年である職員にあっては、100分の２）」

とあるのは、「附則第18項の表の左欄に掲

げる者の区分ごとに同表の右欄に掲げる年

齢と退職の日におけるその者の年齢との差

に相当する年数に100分の３を乗じて得た

割合を退職の日において定められているそ

の者に係る定年と退職の日におけるその者

の年齢との差に相当する年数で除して得た

割合」とする。 

 

21 当分の間、第４条第１項第２号及び第３

号に掲げる者であって附則第18項の表の左

欄に掲げる者がそれぞれ同表の右欄に掲げ

る年齢に達した日以後に退職したときにお

ける第５条及び第５条の５の規定の適用に

ついては、第５条の表第３条第１項及び第

４条第１項の項、第４条の２第１項第１号

の項及び第４条の２第１項第２号の項並び

に第５条の５の表第５条の３の項、第５条

の４第１号の項及び第５条の４第２号の項

中「100分の３（退職の日において定めら

れているその者に係る定年と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数が

１年である職員にあっては、100分の２）

」とあるのは「100分の２を退職の日にお
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いて定められているその者に係る定年と退

職の日におけるその者の年齢との差に相当

する年数で除して得た割合」とする。 

 （宝飯郡一宮町の編入に伴う経過措置）  （宝飯郡一宮町の編入に伴う経過措置） 

22 (略) 14 (略) 

 （宝飯郡音羽町及び同郡御津町の編入に伴

う経過措置） 

 （宝飯郡音羽町及び同郡御津町の編入に伴

う経過措置） 

23 (略) 15 (略) 

 （宝飯郡小坂井町の編入等に伴う経過措置 

 ） 

 （宝飯郡小坂井町の編入等に伴う経過措置 

 ） 

24 (略) 16 (略) 

 （豊川市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 豊川市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（昭和４９年豊川

市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

１～５ (略) １～５ (略) 

６ 適用日に在職する職員（適用日に職員以

外の地方公務員等として在職する者で、職

員以外の地方公務員等として在職した後引

き続いて職員となったものを含む。次項及

び附則第８項において同じ。）のうち、適

用日以後に豊川市職員退職手当支給条例第

２条から第４条まで又は附則第13項若しく

は第14項の規定に該当する退職をし、か

つ、その勤続期間が35年以下である者に対

する退職手当の基本額は、当分の間、同条

例第２条から第５条まで及び附則第13項か

ら第21項までの規定により計算した額にそ

れぞれ100分の83.7を乗じて得た額とす

る。 

６ 適用日に在職する職員（適用日に職員以

外の地方公務員等として在職する者で、職

員以外の地方公務員等として在職した後引

き続いて職員となったものを含む。次項及

び附則第８項において同じ。）のうち、適

用日以後に新条例          第

２条から第４条まで又は附則第13項若しく

は第14項の規定に該当する退職をし、か

つ、その勤続期間が35年以下である者に対

する退職手当の基本額は、当分の間、新条

例第２条から第５条まで及び附則第13項か

ら第21項までの規定により計算した額にそ

れぞれ100分の83.7を乗じて得た額とす

る。 

７ 適用日に在職する職員のうち、適用日以

後に豊川市職員退職手当支給条例第２条第

１項の規定に該当する退職をし、かつ、そ

の勤続期間が36年以上42年以下である者に

対する退職手当の基本額は、当分の間、同

項又は同条例第４条の２及び附則第16項の

規定により計算した額に前項に定める割合

を乗じて得た額とする。 

７ 適用日に在職する職員のうち、適用日以

後に新条例          第２条第

１項の規定に該当する退職をし、かつ、そ

の勤続期間が36年以上42年以下である者に

対する退職手当の基本額は、当分の間、同

項又は新条例第４条の２及び附則第16項の

規定により計算した額に前項に定める割合

を乗じて得た額とする。 

８ 適用日に在職する職員のうち、適用日以 ８ 適用日に在職する職員のうち、適用日以
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後に豊川市職員退職手当支給条例第４条又

は附則第14項の規定に該当する退職をし、

かつ、その勤続期間が35年を超える者に対

する退職手当の基本額は、当分の間、その

者の勤続期間を35年として附則第６項の規

定の例により計算して得られる額とする。 

後に新条例          第４条又

は附則第14項の規定に該当する退職をし、

かつ、その勤続期間が35年を超える者に対

する退職手当の基本額は、当分の間、その

者の勤続期間を35年として附則第６項の規

定の例により計算して得られる額とする。 

９～11 (略) ９～11 (略) 

第６条 豊川市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（平成１５年豊川

市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

１～12 (略) １～12 (略) 

13 当分の間、42年を超える期間勤続して退

職した者で豊川市職員退職手当支給条例第

２条第１項の規定に該当する退職をしたも

のに対する退職手当の基本額は、同項の規

定にかかわらず、その者が同条例第４条の

規定に該当する退職をしたものとし、か

つ、その者の勤続期間を35年として同条例

附則第６項の規定の例により計算して得ら

れる額とする。 

13 当分の間、42年を超える期間勤続して退

職した者で豊川市職員退職手当支給条例第

２条第１項の規定に該当する退職をしたも

のに対する退職手当の基本額は、同項の規

定にかかわらず、その者が同条例第４条の

規定に該当する退職をしたものとし、か

つ、その者の勤続期間を35年として同条例

附則第７項の規定の例により計算して得ら

れる額とする。 

14 (略) 14 (略) 

第７条 豊川市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（平成１８年豊川

市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

 （経過措置）  （経過措置） 

第２条 職員が新制度適用職員（職員であっ

て、その者がこの条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に退職すること

によりこの条例による改正後の豊川市職員

退職手当支給条例（以下「新条例」とい

う。）の規定による退職手当の支給を受け

ることとなる者をいう。以下同じ。）とし

て退職した場合において、その者が施行日

の前日に現に退職した理由と同一の理由に

より退職したものとし、かつ、その者の同

日までの勤続期間及び同日における給料月

額を基礎として、この条例による改正前の

豊川市職員退職手当支給条例（以下「旧条

第２条 職員が新制度適用職員（職員であっ

て、その者がこの条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に退職すること

によりこの条例による改正後の豊川市職員

退職手当支給条例（以下「新条例」とい

う。）の規定による退職手当の支給を受け

ることとなる者をいう。以下同じ。）とし

て退職した場合において、その者が施行日

の前日に現に退職した理由と同一の理由に

より退職したものとし、かつ、その者の同

日までの勤続期間及び同日における給料月

額を基礎として、この条例による改正前の

豊川市職員退職手当支給条例（以下「旧条
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例」という。）第２条から第５条まで、第

５条の３及び附則第７項から第９項まで、

附則第８条の規定による改正前の豊川市職

員退職手当支給条例の一部を改正する条例

（昭和38年豊川市条例第６号。以下この条

及び次条において「条例第６号」とい

う。）附則第５項、附則第９条の規定によ

る改正前の豊川市職員退職手当支給条例の

一部を改正する条例（昭和49年豊川市条例

第４号。以下この条及び次条において「条

例第４号」という。）附則第６項から第９

項まで並びに附則第10条の規定による改正

前の豊川市職員退職手当支給条例の一部を

改正する条例（平成15年豊川市条例第35

号。以下この条及び次条において「条例第

35号」という。）附則第13項の規定により

計算した額（当該勤続期間が43年又は44年

の者であって、傷病若しくは死亡によらず

にその者の都合により又は公務によらない

傷病により退職したものにあっては、その

者が旧条例第４条の規定に該当する退職を

したものとみなし、かつ、その者の当該勤

続期間を35年として旧条例附則第７項の規

定の例により計算して得られる額）にそれ

ぞれ100分の83.7（当該勤続期間が20年以

上の者（42年以下の者で傷病又は死亡によ

らずにその者の都合により退職したもの及

び37年以上42年以下の者で公務によらない

傷病により退職したものを除く。）にあっ

ては、104分の83.7）を乗じて得た額が、

豊川市職員退職手当支給条例第１条の４か

ら第５条まで及び第５条の３から第５条の

７まで並びに附則第６項から第８項まで、

附則第４条、附則第５条、附則第８条の規

定による改正後の条例第６号附則第５項、

条例第４号附則第６項から第９項まで並び

に条例第35号附則第13項の規定により計算

した退職手当の額（以下「新条例等退職手

当額」という。）よりも多いときは、これ

らの規定にかかわらず、その多い額をもっ

てその者に支給すべきこれらの規定による

例」という。）第２条から第５条まで、第

５条の３及び附則第７項から第９項まで、

附則第８条の規定による改正前の豊川市職

員退職手当支給条例の一部を改正する条例

（昭和38年豊川市条例第６号。以下この条

及び次条において「条例第６号」とい

う。）附則第５項、附則第９条の規定によ

る改正前の豊川市職員退職手当支給条例の

一部を改正する条例（昭和49年豊川市条例

第４号。以下この条及び次条において「条

例第４号」という。）附則第６項から第９

項まで並びに附則第10条の規定による改正

前の豊川市職員退職手当支給条例の一部を

改正する条例（平成15年豊川市条例第35

号。以下この条及び次条において「条例第

35号」という。）附則第13項の規定により

計算した額（当該勤続期間が43年又は44年

の者であって、傷病若しくは死亡によらず

にその者の都合により又は公務によらない

傷病により退職したものにあっては、その

者が旧条例第４条の規定に該当する退職を

したものとみなし、かつ、その者の当該勤

続期間を35年として旧条例附則第７項の規

定の例により計算して得られる額）にそれ

ぞれ100分の83.7（当該勤続期間が20年以

上の者（42年以下の者で傷病又は死亡によ

らずにその者の都合により退職したもの及

び37年以上42年以下の者で公務によらない

傷病により退職したものを除く。）にあっ

ては、104分の83.7）を乗じて得た額が、

新条例          第１条の４か

ら第５条まで及び第５条の３から第５条の

７まで並びに附則第７項から第９項まで、

附則第４条、附則第５条、附則第８条の規

定による改正後の条例第６号附則第５項、

条例第４号附則第６項から第９項まで並び

に条例第35号附則第13項の規定により計算

した退職手当の額（以下「新条例等退職手

当額」という。）よりも多いときは、これ

らの規定にかかわらず、その多い額をもっ

てその者に支給すべきこれらの規定による
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退職手当の額とする。 退職手当の額とする。 

２ (略) ２ (略) 

 （豊川市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第８条 豊川市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４

２年豊川市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 上下水道事業職員で常時勤務を要す

るもの並びに地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第22条の４第１項又は第22条の

５第１項の規定により採用された職員より

採用された職員で同法第28条の５第１項に

規定する短時間勤務の採用された職員職を

占め るも及び地方公共団体の一般職の任

期付職員の採用に関する法律（平成14年法

律第48号）第５条の規定により採用された

職員（以下「職員」という。）の給与の種

類は、給料及び手当とする。 

第２条 上下水道事業職員で常時勤務を要す

るもの並びに地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第28条の４第１項、第28条の５

第１項又は第28条の６第１項若しくは第２

項の規定により採用された職員で同法第28

条の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占めるもの及び地方公共団体の一般職の任

期付職員の採用に関する法律（平成14年法

律第48号）第５条の規定により採用された

職員（以下「職員」という。）の給与の種

類は、給料及び手当とする。 

２・３ (略) ２・３ (略) 

（定年前再任用短時間勤務職員等について

の適用除外） 

 （再任用職員等        について

の適用除外） 

第17条 第５条、第５条の３及び第14条の規

定は、地方公務員法第22条の４第１項又は

第22条の５第１項の規定により採用された

職員     又は地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第110号）

第18条第１項の規定により採用された職員

には適用しない。 

第17条 第５条、第５条の３及び第14条の規

定は、地方公務員法第28条の４第１項、第

28条の５第１項若しくは第28条の６第１項

若しくは第２項又は地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第110号）

第18条第１項の規定により採用された職員

には適用しない。 

 （豊川市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第９条 豊川市職員の育児休業等に関する条例（平成４年豊川市条例第１１ 

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (１)・(２) (略)  (１)・(２) (略) 

 (３) 豊川市職員の定年等に関する条例第

９条の規定により異動期間（これらの規

定により延長された期間を含む。）を延
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長された管理監督職を占める職員 

 (４)～(６) (略)  (３)～(５) (略) 

 （育児短時間勤務をすることができない職

員） 

 （育児短時間勤務をすることができない職

員） 

第10条 育児休業法第10条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第10条 育児休業法第10条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (１)・(２) (略)  (１)・(２) (略) 

 (３) 豊川市職員の定年等に関する条例第

９条の規定により異動期間（これらの規

定により延長された期間を含む。）を延

長された管理監督職を占める職員 

 

 (４) (略)  (３) (略) 

 （育児短時間勤務職員等についての給与条

例の特例） 

 （育児短時間勤務職員等についての給与条

例の特例） 

第17条 育児短時間勤務の承認を受けた職員

（育児休業法第17条の規定による勤務をす

ることとなった職員を含む。以下「育児短

時間勤務職員等」という。）についての給

与条例の規定の適用については、次の表の

左欄に掲げる給与条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第17条 育児短時間勤務の承認を受けた職員

（育児休業法第17条の規定による勤務をす

ることとなった職員を含む。以下「育児短

時間勤務職員等」という。）についての給

与条例の規定の適用については、次の表の

左欄に掲げる給与条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

 (略)   (略)  

 第６条第２項

及び第４項 

(略)   第６条第２項

及び第４項 

(略)  

      第６条の２第

１項 

とする に、算出率を

乗じて得た額

とする 

 

 第14条第３項 定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

(略)   第14条第３項 再任用

短時間

勤務職

員定年

前 

(略)  

 (略)   (略)  

 （育児短時間勤務職員等についての特殊勤

務手当条例の特例） 

 （育児短時間勤務職員等についての特殊勤

務手当条例の特例） 

第18条 育児短時間勤務職員等についての豊

川市職員の特殊勤務手当に関する条例（平

成16年豊川市条例第20号。以下「特殊勤務

手当条例」という。）第６条の規定の適用

については、同条中「地方公務員法第22条

第18条 育児短時間勤務職員等についての豊

川市職員の特殊勤務手当に関する条例（平

成16年豊川市条例第20号。以下「特殊勤務

手当条例」という。）第６条の規定の適用

については、同条中「地方公務員法第28条
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の４第１項又は第22条の５第１項の規定に

より採用された職員項若しくは第２項の規

定により採用された職員で同法第28条の勤

務の職を占める       もの」とあ

るのは「地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第110号）第10条第３

項の規定により同条第１項に規定する育児

短時間勤務の承認を受けた職員（同法第17

条の規定による勤務をすることとなった職

員を含む。）」と、「第２条第３項」とあ

るのは「第２条第２項」とする。 

の４第１項、第28条の５第１項又は第28条

の６第１項若しくは第２項の規定により採

用された職員で同法第28条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占めるもの」とあ

るのは「地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第110号）第10条第３

項の規定により同条第１項に規定する育児

短時間勤務の承認を受けた職員（同法第17

条の規定による勤務をすることとなった職

員を含む。）」と、「第２条第３項」とあ

るのは「第２条第２項」とする。 

 （短時間勤務職員についての給与条例の特

例） 

 （短時間勤務職員についての給与条例の特

例） 

第21条 短時間勤務職員についての給与条例

の規定の適用については、次の表の左欄に

掲げる給与条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第21条 短時間勤務職員についての給与条例

の規定の適用については、次の表の左欄に

掲げる給与条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 (略)   (略)  

 第14条第３項 定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

(略)   第14条第３項 再任用

短時間

勤務職

員定年

前 

(略)  

 第18条の10 定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

(略)   第18条の10 再任用

職員用

短時間

勤務職

員 

(略)  

 （短時間勤務職員についての特殊勤務手当

条例の特例） 

 （短時間勤務職員についての特殊勤務手当

条例の特例） 

第22条 短時間勤務職員についての特殊勤務

手当条例第６条の規定の適用については、

同条中「地方公務員法第22条の４第１項又

は第22条の５第１項の規定により採用され

た職員より採用され       た職員

で同法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるもの」とあるのは「地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３

年法律第110号）第18条第１項の規定によ

り採用された職員」と、「第２条第３項」

第22条 短時間勤務職員についての特殊勤務

手当条例第６条の規定の適用については、

同条中「地方公務員法第28条の４第１項、

第28条の５第１項又は第28条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員

で同法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるもの」とあるのは「地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３

年法律第110号）第18条第１項の規定によ

り採用された職員」と、「第２条第３項」
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とあるのは「第２条第４項」とする。 とあるのは「第２条第４項」とする。 

 （部分休業をすることができない職員）  （部分休業をすることができない職員） 

第23条 育児休業法第19条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第23条 育児休業法第19条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (１) (略)  (１) (略) 

 (２) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務

時間を考慮して規則で定める非常勤職員

以外の非常勤職員（地方公務員法第22条

の４第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員（以下「定年前再任用短時間

勤務職員等」という。）を除く。） 

 (２) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務

時間を考慮して規則で定める非常勤職員

以外の非常勤職員（地方公務員法第28条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員（以下「再任用短時間勤務職

員等   」という。）を除く。） 

 （部分休業の承認）  （部分休業の承認） 

第24条 部分休業（育児休業法第19条第１項

に規定する部分休業をいう。以下同じ。）

の承認は、正規の勤務時間（豊川市職員の

勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年

豊川市条例第12号。以下「勤務時間条例」

という。）第２条から第５条までに規定す

る勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短

時間勤務職員等を除く。以下この条におい

て同じ。）にあっては、当該非常勤職員に

ついて定められた勤務時間）をいう。）の

始め又は終わりにおいて、30分を単位とし

て行うものとする。 

第24条 部分休業（育児休業法第19条第１項

に規定する部分休業をいう。以下同じ。）

の承認は、正規の勤務時間（豊川市職員の

勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年

豊川市条例第12号。以下「勤務時間条例」

という。）第２条から第５条までに規定す

る勤務時間（非常勤職員（再任用短時間勤

務職員等   を除く。以下この条におい

て同じ。）にあっては、当該非常勤職員に

ついて定められた勤務時間）をいう。）の

始め又は終わりにおいて、30分を単位とし

て行うものとする。 

２・３ (略) ２・３ (略) 

 （豊川市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１０条 豊川市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年豊川市条例

第１２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（１週間の勤務時間） （１週間の勤務時間） 

第２条 (略) 第２条 (略) 

２ (略) ２ (略) 

３ 地方公務員法第22条の４第１項又は第22

条の５第１項の規定により採用された職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員た職

員で同法第28       条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占めるもの（

以下」という。）の勤務時間は、第１項の

規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週

間を超えない期間につき１週間当たり15時

３ 地方公務員法第28条の４第１項、第28条

の５第１項又は第28条の６第１項若しくは

第２項の規定により採用された職員で同法

第28条の５第１項に規定する短時間勤務の

職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務

職員」という。）の勤務時間は、第１項の

規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週

間を超えない期間につき１週間当たり15時
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間30分から31時間までの範囲内で、任命権

者が定める。 

間30分から31時間までの範囲内で、任命権

者が定める。 

４・５ (略) ４・５ (略) 

 （週休日及び勤務時間の割振り）  （週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務

時間を割り振らない日をいう。以下同じ。

）とする。ただし、任命権者は、育児短時

間勤務職員等については、必要に応じ、当

該育児短時間勤務等の内容に従いこれらの

日に加えて月曜日から金曜日までの５日間

において週休日を設けるものとし、定年前

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤

務職員等（以下「定年前再任用短時間勤務

職員等」という。）については、日曜日及

び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの

５日間において週休日を設けることができ

る。 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務

時間を割り振らない日をいう。以下同じ。

）とする。ただし、任命権者は、育児短時

間勤務職員等については、必要に応じ、当

該育児短時間勤務等の内容に従いこれらの

日に加えて月曜日から金曜日までの５日間

において週休日を設けるものとし、再任用

短時間勤務職員   及び任期付短時間勤

務職員等（以下「再任用短時間勤務職員等

職員等」という。）については、日曜日及

び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの

５日間において週休日を設けることができ

る。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５

日間において、１日につき７時間45分の勤

務時間を割り振るものとする。ただし、育

児短時間勤務職員等については、１週間ご

との期間について、当該育児短時間勤務等

の内容に従い１日につき７時間45分を超え

ない範囲内で勤務時間を割り振るものとし

、定年前再任用短時間勤務職員等について

は、１週間ごとの期間について、１日につ

き７時間45分を超えない範囲内で勤務時間

を割り振るものとする。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５

日間において、１日につき７時間45分の勤

務時間を割り振るものとする。ただし、育

児短時間勤務職員等については、１週間ご

との期間について、当該育児短時間勤務等

の内容に従い１日につき７時間45分を超え

ない範囲内で勤務時間を割り振るものとし

、再任用短時間勤務職員等   について

は、１週間ごとの期間について、１日につ

き７時間45分を超えない範囲内で勤務時間

を割り振るものとする。 

第４条 (略) 第４条 (略) 

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及

び勤務時間の割振りを定める場合には、規

則の定めるところにより、４週間ごとの期

間につき８日の週休日（育児短時間勤務職

員等にあっては８日以上で当該育児短時間

勤務等の内容に従った週休日、定年前再任

用短時間勤務職員等にあっては８日以上の

週休日）を設けなければならない。ただし

、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要

（育児短時間勤務職員等にあっては、当該

育児短時間勤務等の内容）により、４週間

ごとの期間につき８日（育児短時間勤務職

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及

び勤務時間の割振りを定める場合には、規

則の定めるところにより、４週間ごとの期

間につき８日の週休日（育児短時間勤務職

員等にあっては８日以上で当該育児短時間

勤務等の内容に従った週休日、再任用短時

間勤務職員等   にあっては８日以上の

週休日）を設けなければならない。ただし

、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要

（育児短時間勤務職員等にあっては、当該

育児短時間勤務等の内容）により、４週間

ごとの期間につき８日（育児短時間勤務職



- 38 - 

員等及び定年前再任用短時間勤務職員等に

あっては、８日以上）の週休日を設けるこ

とが困難である職員について、市長と協議

して、規則の定めるところにより、４週間

を超えない期間につき１週間当たり１日以

上の割合で週休日（育児短時間勤務職員等

にあっては、４週間を超えない期間につき

１週間当たり１日以上の割合で当該育児短

時間勤務等の内容に従った週休日）を設け

る場合には、この限りでない。 

員等及び再任用短時間勤務職員等   に

あっては、８日以上）の週休日を設けるこ

とが困難である職員について、市長と協議

して、規則の定めるところにより、４週間

を超えない期間につき１週間当たり１日以

上の割合で週休日（育児短時間勤務職員等

にあっては、４週間を超えない期間につき

１週間当たり１日以上の割合で当該育児短

時間勤務等の内容に従った週休日）を設け

る場合には、この限りでない。 

 （年次休暇）  （年次休暇） 

第12条 年次休暇は、一の年度ごとにおける

休暇とし、その日数は、一の年度において

、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、

当該各号に掲げる日数とする。 

第12条 年次休暇は、一の年度ごとにおける

休暇とし、その日数は、一の年度において

、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、

当該各号に掲げる日数とする。 

 (１) 次号及び第３号に掲げる職員以外の

職員 20日（育児短時間勤務職員等及び

定年前再任用短時間勤務職員等にあって

は、その者の勤務時間等を考慮し、20日

を超えない範囲内で規則で定める日数） 

 (１) 次号及び第３号に掲げる職員以外の

職員 20日（育児短時間勤務職員等及び

再任用短時間勤務職員等   にあって

は、その者の勤務時間等を考慮し、20日

を超えない範囲内で規則で定める日数） 

 (２)・(３) (略)  (２)・(３) (略) 

２・３ (略) ２・３ (略) 

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第１１条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年豊川市条

例第４０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 (略) 第２条 (略) 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

 (１) 臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員（

地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の４第１項又は第28条の６第１項

の規定により採用された職員を除く。） 

 (１) 臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員（

地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の４第１項又は第28条の６第１項

の規定により採用された職員を除く。） 

 (２) (略)  (２) (略) 

 (３) 地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第22条に規定する条件付採用になっ

ている職員（市長が定める職員を除く。

） 

 (３) 地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第22条に規定する条件付採用になっ

ている職員（市長が定める職員を除く。

） 
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 (４) (略)  (４) (略) 

 (５) 豊川市職員の定年等に関する条例第

９条の規定により異動期間（これらの規

定により延長された期間を含む。）を延

長された管理監督職を占める職員 

 

 (６) (略)  (５) (略) 

 （豊川市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１２条 豊川市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年豊川市条例第

２０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（定年前再任用短時間勤務職員等に対する 

手当の額の算定の特例） 

（再任用短時間勤務職員等   に対する 

手当の額の算定の特例） 

第６条 地方公務員法第22条の４第１項又は

第22条の５第１項の規定により採用された

職員より採用され       た職員で

同法第28条の５第１項に規定する短時間勤

務の職を占めるもの又は豊川市一般職の任

期付職員の採用等に関する条例（平成24年

豊川市条例第15号）第４条の規定により採

用された職員が月額で定められている手当

の支給を受ける場合における当該手当の額

は、別表の規定にかかわらず、同表に定め

る支給額に豊川市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成７年豊川市条例第12号

）第２条第３項、第４項又は第５項の規定

により定められた勤務時間数を同条第１項

に規定する１週間当たりの勤務時間数で除

して得た数を乗じて得た額とする。 

第６条 地方公務員法第28条の４第１項、第

28条の５第１項又は第28条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員で

同法第28条の５第１項に規定する短時間勤

務の職を占めるもの又は豊川市一般職の任

期付職員の採用等に関する条例（平成24年

豊川市条例第15号）第４条の規定により採

用された職員が月額で定められている手当

の支給を受ける場合における当該手当の額

は、別表の規定にかかわらず、同表に定め

る支給額に豊川市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成７年豊川市条例第12号

）第２条第３項、第４項又は第５項の規定

により定められた勤務時間数を同条第１項

に規定する１週間当たりの勤務時間数で除

して得た数を乗じて得た額とする。 

 （豊川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１３条 豊川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年豊

川市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（人事行政の運営の状況の報告） （人事行政の運営の状況の報告） 

第２条 (略) 第２条 (略) 

２ 前項の規定により任命権者が報告しなけ

ればならない事項は、職員（臨時的に任用

された職員及び非常勤職員（地方公務員法

第22条の４第１項に規定する短時間勤務の

職を占める職員及び同法第22条の２第１項

２ 前項の規定により任命権者が報告しなけ

ればならない事項は、職員（臨時的に任用

された職員及び非常勤職員（地方公務員法

第28条の５第１項に規定する短時間勤務の

職を占める職員及び同法第22条の２第１項
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第２号に掲げる職員並びに地方公共団体の

一般職の任期付職員の採用に関する法律（

平成14年法律第48号）第５条の規定により

採用された職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

第２号に掲げる職員並びに地方公共団体の

一般職の任期付職員の採用に関する法律（

平成14年法律第48号）第５条の規定により

採用された職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

 (１)～(11) (略)  (１)～(11) (略) 

 （豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１４条 豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２１

年豊川市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 病院事業職員で常時勤務を要するも

の並びに地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第22条の４第１項又は第22条の５

第１項の規定により採用された職員より採

用された職       員で同法第28条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

めるもの及び地方公共団体の一般職の任期

付職員の採用に関する法律（平成14年法律

第48号）第５条の規定により採用された職

員（以下「職員」という。）の給与の種類

は、給料及び手当とする。 

第２条 病院事業職員で常時勤務を要するも

の並びに地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第28条の４第１項、第28条の５第

１項又は第28条の６第１項若しくは第２項

の規定により採用された職員で同法第28条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

めるもの及び地方公共団体の一般職の任期

付職員の採用に関する法律（平成14年法律

第48号）第５条の規定により採用された職

員（以下「職員」という。）の給与の種類

は、給料及び手当とする。 

２・３ (略) ２・３ (略) 

 （定年前再任用短時間勤務職員等について

の適用除外） 

 （再任用職員等        について

の適用除外） 

第24条 第５条、第７条及び第18条の規定は

、地方公務員法第22条の４第１項又は第22

条の５第１項の規定により採用された職員

くは第２項又は地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第110号）第18

条第１項の規定により採用された職員には

適用しない。 

第24条 第５条、第７条及び第18条の規定は

、地方公務員法第28条の４第１項、第28条

の５第１項若しくは第28条の６第１項若し

くは第２項又は地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第110号）第18

条第１項の規定により採用された職員には

適用しない。 

 （豊川市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第１５条 豊川市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２４年豊川

市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第９条 (略) 第９条 (略) 

２・３ (略) ２・３ (略) 
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４ 任期付短時間勤務職員に対する給与条例

第14条第２項及び第３項の適用については

、給与条例第14条第２項中「定年前再任用

短時間勤務職員」とあるのは「豊川市一般

職の任期付職員の採用等に関する条例（平

成24年豊川市条例第15号）第４条の規定に

より採用された職員（以下「任期付短時間

勤務職員」という。）」と、給与条例第14

条第３項中「定年前再任用短時間勤務職員

」とあるのは「任期付短時間勤務職員」と

する。 

４ 任期付短時間勤務職員に対する給与条例

第14条第２項及び第３項の適用については

、給与条例第14条第２項中「再任用短時間

勤務職員   」とあるのは「豊川市一般

職の任期付職員の採用等に関する条例（平

成24年豊川市条例第15号）第４条の規定に

より採用された職員（以下「任期付短時間

勤務職員」という。）」と、給与条例第14

条第３項中「再任用短時間勤務職員定年前

」とあるのは「任期付短時間勤務職員」と

する。 

 （豊川市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１６条 豊川市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元

年豊川市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給料の支給） （給料の支給） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の給料

の支給については、給与条例の適用を受け

る常時勤務を要する職員（給与条例第６条

の２第１項に規定する再任用職員を除く。

以下「常勤職員」という。）の例による。 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の給料

の支給については、給与条例の適用を受け

る常時勤務を要する職員（給与条例第６条

の２第１項に規定する再任用職員を除く。

以下「常勤職員」という。）の例による。 

 （特殊勤務手当に相当する報酬等）  （特殊勤務手当に相当する報酬等） 

第15条 (略) 第15条 (略) 

２ 前項に規定する報酬については、常勤職

員（時間外勤務手当に相当する報酬にあっ

ては、給与条例第６条の２第２項に規定す

る定年前再任用短時間勤務職員）の例によ

る。 

２ 前項に規定する報酬については、常勤職

員（時間外勤務手当に相当する報酬にあっ

ては、給与条例第６条の２第２項に規定す

る再任用短時間勤務職員   ）の例によ

る。 

３ (略) ３ (略) 

 （豊川市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１７条 豊川市職員の再任用に関する条例（平成１３年豊川市条例第１９ 

号）は、廃止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２７項の規

定は、公布の日から施行する。 

 （勤務延長に関する経過措置） 
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２ 任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に第１条

の規定による改正前の豊川市職員の定年等に関する条例（以下「旧定年条 

例」という。）第４条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ、

かつ、旧定年条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定に

より延長された期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日以後に到

来する職員（以下「旧定年条例勤務延長職員」という。）について、旧定年

条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合に

おいて、第１条の規定による改正後の豊川市職員の定年等に関する条例（以

下「新定年条例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認める

ときは、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延

長することができる。ただし、当該期限は、当該旧定年条例勤務延長職員に

係る旧定年条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算して３年を超え

ることができない。 

３ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令

和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同 

じ。）から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例

定年（新定年条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前

日における新定年条例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日

における旧定年条例第３条に規定する定年）を超える職及びこれに相当する

基準日以後に設置された職その他の市長が定める職に、基準日から基準日の

翌年の３月３１日までの間に新定年条例第４条第１項若しくは第２項、地方

公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改

正法」という。）附則第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員

のうち、基準日の前日において同日における当該職に係る新定年条例定年（

基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年条例第３条に

規定する定年）に達している職員（当該市長が定める職にあっては、市長が

定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

４ 新定年条例第４条第３項及び第４項の規定は、附則第２項の規定による勤

務について準用する。 

 （定年退職者等の再任用に関する経過措置） 
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５ 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最

初の３月３１日（以下「特定年齢到達年度の末日」という。）までの間にあ

る者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧定年

条例定年（旧定年条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日

以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更

された職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場

合における旧定年条例定年に準じた当該職に係る年齢。附則第１０項におい

て同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の市長が定める情報に

基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要

する職に採用することができる。 

 ⑴ 施行日前に旧定年条例第２条の規定により退職した者 

 ⑵ 旧定年条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第

５項又は附則第２項の規定により勤務した後退職した者 

 ⑶ ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除 

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日まで

の間にある者 

 ⑷ ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除 

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日まで

の間に、旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第

１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用することを

いう。）又は暫定再任用（この項、次項、附則第１０項、第１１項、第１

３項、第１４項、第１６項又は第１７項の規定により採用することをい 

う。次項第６号において同じ。）をされたことがある者 

６ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定

年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする

常時勤務を要する職に係る新定年条例定年に達している者を、従前の勤務実

績その他の市長が定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で

任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

 ⑴ 施行日以後に新定年条例第２条の規定により退職した者 
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 ⑵ 施行日以後に新定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した

後退職した者 

 ⑶ 施行日以後に新定年条例第１２条の規定により採用された者のうち、令

  和３年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」とい 

う。）第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した

  者 

 ⑷ 施行日以後に新定年条例第１３条第１項の規定により採用された者のう

ち、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法

第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

 ⑸ ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除 

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日まで

の間にある者 

 ⑹ ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除 

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日まで

の間に、暫定再任用をされたことがある者 

７ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない

範囲内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定

により採用する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達

年度の末日以前でなければならない。 

８ 暫定再任用職員（附則第５項、第６項、第１０項、第１１項、第１３項、

第１４項、第１６項又は第１７項の規定により採用された職員をいう。以下

同じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新

直前の任期における勤務実績が良好である場合に行うことができる。 

９ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該

暫定再任用職員の同意を得なければならない。 

１０ 任命権者は、附則第５項の規定によるほか、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２８４条第１項に規定する組合（以下「組合」という。）に

おける附則第５項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間

にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧

定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の市長が定める情報
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に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を

要する職に採用することができる。 

１１ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、附則第６項の規定による

ほか、組合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日ま

での間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に

係る新定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の市長が定め

る情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時

勤務を要する職に採用することができる。 

１２ 前２項の場合においては、附則第７項から第９項までの規定を準用す 

る。 

１３ 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、

附則第５項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある

者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新定年条例第１２

条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧定年条例定年相

当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が

当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧定年

条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に

組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が

施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職

員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているもの

としたときにおける旧定年条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。）

に達している者を、従前の勤務実績その他の市長が定める情報に基づく選考

により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用す

ることができる。 

１４ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条

の４第４項の規定にかかわらず、附則第６項各号に掲げる者のうち、特定年

齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短

時間勤務の職に係る新定年条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員

が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占め

ているものとした場合における新定年条例定年をいう。附則第１７項及び第
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２６項において同じ。）に達している者（新定年条例第１２条の規定により

当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実

績その他の市長が定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で

任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

１５ 前２項の場合においては、附則第７項から第９項までの規定を準用す 

る。 

１６ 任命権者は、附則第１３項の規定によるほか、新地方公務員法第２２条

の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にか

かわらず、組合における附則第５項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務

の職に係る旧定年条例定年相当年齢に達している者を、従前の勤務実績その

他の市長が定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

１７ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、附則第１４項の規定によ

るほか、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員

法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、組合における附則第６項各号に

掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該

者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新定年条例定年相当年齢に達し

ている者（新定年条例第１３条第１項の規定により当該短時間勤務の職に採

用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の市長が定める

情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間

勤務の職に採用することができる。 

１８ 前２項の場合においては、附則第７項から第９項までの規定を準用す 

る。 

 （令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

１９ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職と

する。 

 ⑴ 施行日以後に新たに設置された職 

 ⑵ 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２０ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定す
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る職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年条例第

３条に規定する定年に準じた当該職に係る年齢とする。 

 （令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方

公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

２１ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合にお

ける令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地

方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

 ⑴ 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

 ⑵ 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合にお

ける令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地

方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が

施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職

員が、常時勤務を要する職でその職務が同項に規定する職と同種の職を占め

ているものとしたときにおける旧定年条例定年に準じた同項に規定する職に

係る年齢とする。 

 （令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者

及び職員） 

２３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職の

うち、当該職が基準日（附則第５項から第１８項までの規定が適用される間

における各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この項から附則第

２５項までにおいて同じ。）の前日に設置されていたものとした場合におい

て、基準日における新定年条例定年が基準日の前日における新定年条例定年

を超える職とする。 

 ⑴ 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

 ⑵ 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職

を含む。） 

２４ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する

職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における

当該職に係る新定年条例定年に達している者とする。 
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２５ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、附則第２３項

に規定する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同

日における当該職に係る新定年条例定年に達している職員とする。 

 （定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

２６ 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１

年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）か

ら基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例定年相当

年齢が基準日の前日における新定年条例定年相当年齢を超える短時間勤務の

職（基準日における新定年条例定年相当年齢が新定年条例第３条に規定する

定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置

された短時間勤務の職その他の市長が定める短時間勤務の職（以下「新定年

条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日ま

でに新定年条例第１２条に規定する年齢６０年以上退職者（基準日前から新

定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職

をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年条

例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年条例定年相当年齢に達

している者（当該市長が定める短時間勤務の職にあっては、市長が定める者

）を、新定年条例第１２条又は第１３条第１項の規定により採用することが

できず、新定年条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新定年条例第

１２条又は第１３条第１項の規定により採用された職員（以下この項におい

て「定年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において

同日における当該新定年条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新

定年条例定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該市長

が定める短時間勤務の職にあっては、市長が定める定年前再任用短時間勤務

職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

 （令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

２７ 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢

６０年とする。 

 （豊川市職員給与条例の一部改正に伴う経過措置） 

２８ 第３条の規定による改正後の豊川市職員給与条例（以下「新給与条例」
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という。）附則第１８項から第２５項までの規定は、令和３年改正法附則第

３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

２９ 暫定再任用職員（新地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間

勤務の職を占める暫定再任用職員（以下「暫定再任用短時間勤務職員」とい

う。）を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該暫

定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員（新給与条例第６条の２に規定

する定年前再任用短時間勤務職員をいう。以下この項から附則第３３項まで

において同じ。）であるものとした場合に適用される豊川市職員給与条例第

４条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料

月額のうち、同条例第５条の規定により当該暫定再任用職員の属する職務の

級に応じた額とする。 

３０ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１

０条第１項に規定する育児短時間勤務をしている暫定再任用職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは、「に、豊川市職

員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年豊川市条例第１２号）第２条

第２項の規定により定められた当該暫定再任用職員の勤務時間を同条第１項

に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。 

３１ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職

員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される豊川市

職員給与条例第４条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に

掲げる基準給料月額のうち、同条例第５条の規定により当該暫定再任用短時

間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、豊川市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例第２条第３項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤

務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする。 

３２ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなし 

て、新給与条例第１４条第２項及び第３項の規定を適用する。 

３３ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条

例第１８条の６第３項の規定を適用する。 

３４ 新給与条例第１８条の９第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合
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における勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算

定に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間

勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び豊川市職員の定年

等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年豊川市条例第 号）

附則第８項に規定する暫定再任用職員（次号において「暫定再任用職員」と

いう。）」と、同項第２号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「

定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。 

３５ 新給与条例第６条、第９条、第１０条及び第１０条の３の規定は、暫定

再任用職員には適用しない。 

 （豊川市職員退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

３６ 暫定再任用職員に対する第４条の規定による改正後の豊川市職員退職手

当支給条例第１条第１項の規定の適用については、同項中「以下「職員」と

いう」とあるのは、「豊川市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する

等の条例（令和４年豊川市条例第 号）附則第８項に規定する暫定再任用職

員を除く。以下「職員」という」とする。 

 （豊川市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に

伴う経過措置） 

３７ 暫定再任用職員は、地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５

第１項の規定により採用された職員とみなして、第８条の規定による改正後

の豊川市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の規定を適用

する。 

 （豊川市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３８ 暫定再任用短時間勤務職員は、第９条の規定による改正後の豊川市職員

の育児休業等に関する条例第２３条第２号に規定する定年前再任用短時間勤

務職員等とみなして、同条例の規定を適用する。 

３９ 旧定年条例勤務延長職員は、新定年条例第４条第１項又は第２項の規定

により引き続いて勤務している職員とみなして、第９条の規定による改正後

の豊川市職員の育児休業等に関する条例の規定を適用する。 

 （豊川市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４０ 暫定再任用短時間勤務職員は、第１０条の規定による改正後の豊川市職
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員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第３項に規定する定年前再任用短

時間勤務職員とみなして同条例の規定を適用する。 

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４１ 第１１条の規定による改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関する

条例第２条第２項第１号の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

４２ 旧定年条例勤務延長職員は、新定年条例第４条第１項の規定により引き

続いて勤務させることとされ、又は同条第２項の規定により期限を延長する

こととされている職員とみなして、第１１条の規定による改正後の公益的法

人等への職員の派遣等に関する条例の規定を適用する。 

 （豊川市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４３ 暫定再任用短時間勤務職員は、地方公務員法第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項の規定により採用された職員とみなして、第１２条の規定

による改正後の豊川市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定を適用する。 

 （豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う

経過措置） 

４４ 暫定再任用職員は、地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５

第１項の規定により採用された職員とみなして、第１４条の規定による改正

後の豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の規定を適用す

る。 

 （豊川市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正に伴

う経過措置） 

４５ 令和１４年３月３１日までの間、第１６条の規定による改正後の豊川市

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第６条の規定の適用につ

いては、同条中「常時勤務を要する職員（」とあるのは「常時勤務を要する

職員（豊川市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和

４年豊川市条例第 号）附則第８項に規定する暫定再任用職員を除く。」と

する。 

 （委任） 

４６ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、市長が定める。 
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     理 由 

この案を提出するのは、地方公務員法の一部改正に伴い、職員の定年年齢を

引き上げるとともに、新たに導入される管理監督職勤務上限年齢制度、定年前

再任用短時間勤務制度等に関して所要の措置を講じ、併せて所要の規定の整備

を行う必要があるからである。 

 


